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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液体を噴射させるノズルが記録媒体に相対する面に複数形成され、紫外線により硬化す
る特定の液体を上記ノズルから噴射させる液体噴射ヘッドと、
　液体噴射ヘッドと記録媒体との位置関係を変更可能な移動機構と、
　紫外線光源を有し、当該特定の液体が着弾した記録媒体に紫外線を照射して液体を硬化
させる紫外線照射部と、
　上記ノズルが複数形成された面と上記記録媒体との間の所定位置に配置され、紫外線を
検出するセンサーを有するノズル保護部と、
　記録媒体に対し、上記紫外線照射部から照射される紫外線の照射角度を調整可能な調整
部と、
　を備えた液体噴射装置であって、
　記録媒体の同一の面に対し、上記特定の液体を噴射することによる記録処理を複数回実
行する場合に、各回の記録処理の開始前において、記録媒体の当該面に対して紫外線照射
部に紫外線を照射させ、上記センサーにより検出される紫外線の強さに基づいて上記ノズ
ル保護部が受ける紫外線の強さが所定値以下となるように上記調整部により上記照射角度
を調整する角度調整処理を行なう、
　ことを特徴とする液体噴射装置。
【請求項２】
　上記記録媒体の種類が変更された場合に、上記角度調整処理を行なうことを特徴とする
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請求項１に記載の液体噴射装置。
【請求項３】
　上記ノズルが複数形成された面と記録媒体との距離が変更された場合に、上記角度調整
処理を行なうことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の液体噴射装置。
【請求項４】
　上記調整部は、記録媒体に対する紫外線照射部の角度を変更することにより上記照射角
度を調整することを特徴とする請求項１～請求項３のいずれかに記載の液体噴射装置。
【請求項５】
　上記調整部は、紫外線照射部から照射される光を一定方向に通過させる光路制限部を備
え、紫外線照射部に対する光路制限部の角度を変更することにより、上記照射角度を調整
することを特徴とする請求項１～請求項３のいずれかに記載の液体噴射装置。
【請求項６】
　上記センサーにより検出される紫外線の強さ及び当該紫外線の強さに基づく上記照射角
度の調整量を、所定の画面に表示させる表示部を備えることを特徴とする請求項１～請求
項５のいずれかに記載の液体噴射装置。
【請求項７】
　上記移動機構は、記録媒体に対して液体噴射ヘッドを一定方向に往復移動させることが
可能であり、
　上記角度調整処理では、液体噴射ヘッドの往路移動時に上記センサーにより検出される
紫外線の強さに基づいて往路移動時における上記照射角度を決定し、かつ、液体噴射ヘッ
ドの復路移動時に上記センサーにより検出される紫外線の強さに基づいて復路移動時にお
ける上記照射角度を決定し、
　上記記録処理では、液体噴射ヘッドの往路移動時には上記決定された往路移動時におけ
る照射角度に調整し、液体噴射ヘッドの復路移動時には上記決定された復路移動時におけ
る照射角度に調整する、ことを特徴とする請求項１～請求項６のいずれかに記載の液体噴
射装置。
【請求項８】
　印刷対象の画像を表現した画像データに基づいて、記録媒体において相対的に多くの上
記特定の液体が噴射される領域を特定し、上記角度調整処理では、当該特定された領域に
対して紫外線照射部に紫外線を照射させて上記センサーにより検出される紫外線の強さに
基づいて、上記照射角度を調整することを特徴とする請求項１～請求項７のいずれかに記
載の液体噴射装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液体噴射装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液体噴射装置として、紫外線を浴びることにより硬化し記録媒体に定着する紫外線硬化
インク（以下、ＵＶ硬化インクと呼ぶ。）を使用するものが知られている。その一つとし
て、記録媒体上を主走査方向に往復駆動され、記録媒体に対向する面にＵＶ硬化インクを
記録媒体上に吐出（噴射）するノズルを形成してなる記録ヘッドと、記録媒体にインクが
着弾後に紫外線を照射してインクを硬化させる紫外線光源を備える紫外線照射装置とを有
するインクジェットプリンターが知られている（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４‐１８８９２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　ＵＶ硬化インクを使用するプリンターにおいては、記録媒体に着弾したＵＶ硬化インク
を硬化させるべく記録媒体に紫外線を照射したとき、記録媒体で反射した紫外線が散乱し
て記録ヘッドのノズル面に当ってしまう。このように散乱した紫外線がノズル面に当るこ
とによる、ノズル内外でのＵＶ硬化インクの硬化が問題となっていた。つまり、噴射前に
ノズル内に在るインクあるいはノズル外に付着したインク（まとめてノズル近傍のインク
と呼ぶ。）が硬化すると、ノズルの目詰まり等が発生し、記録ヘッドの製品寿命が短くな
るおそれがある。
【０００５】
　本発明は上記課題を解決するためになされたものであり、ノズル近傍のＵＶ硬化インク
の硬化を防止し、製品の長寿命化を図ることが可能な液体噴射装置を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の態様の一つは、液体を噴射させるノズルが記録媒体に相対する面に複数形成さ
れ、紫外線により硬化する特定の液体（ＵＶ硬化インク）を上記ノズルから噴射させる液
体噴射ヘッドと、液体噴射ヘッドと記録媒体との位置関係を変更可能な移動機構と、紫外
線光源を有し、当該特定の液体が着弾した記録媒体に紫外線を照射して液体を硬化させる
紫外線照射部と、上記ノズルが複数形成された面と上記記録媒体との間の所定位置に配置
され、紫外線を検出するセンサーを有するノズル保護部と、記録媒体に対し、上記紫外線
照射部から照射される紫外線の照射角度を調整可能な調整部と、を備えた液体噴射装置で
あって、記録媒体の同一の面に対し、上記特定の液体を噴射することによる記録処理を複
数回実行する場合に、各回の記録処理の開始前において、記録媒体の当該面に対して紫外
線照射部に紫外線を照射させ、上記センサーにより検出される紫外線の強さに基づいて上
記ノズル保護部が受ける紫外線の強さが所定値以下となるように上記調整部により上記照
射角度を調整する角度調整処理を行なう構成としてある。
【０００７】
　当該構成によれば、記録処理を記録媒体の同一の面を対象として複数回実行する（いわ
ゆる重ね印刷する）場合に、各回の記録処理の開始前において、紫外線照射部から照射さ
れる紫外線の記録媒体に対する照射角度を上記のように調整する。そのため、各回の記録
処理においては、記録媒体で反射してノズルに当る紫外線が弱いものとなり、ノズル近傍
でＵＶ硬化インクが硬化してしまうといった不都合を回避することができる。
【０００８】
　本発明の態様の一つは、液体噴射装置は、上記記録媒体の種類が変更された場合に、上
記角度調整処理を行なう構成としてもよい。
　当該構成によれば、例えば、記録媒体への重ね印刷を複数の記録媒体に対して同じよう
に行なう場合、各記録媒体にＮ（Ｎ＝１以上の整数）回目の記録処理を順次行なっている
途中で記録媒体の種類が変更された場合に、変更後の記録媒体を対象として記録処理を再
開する前に上記角度調整処理を行なうことができる。そのため、使用される記録媒体にお
ける紫外線の反射特性の違いに応じた、ノズル近傍でのＵＶ硬化インクの硬化を防ぐため
の最適な角度調整を行うことができる。
【０００９】
　本発明の態様の一つは、液体噴射装置は、上記ノズルが複数形成された面と記録媒体と
の距離（プラテンギャップ）が変更された場合に、上記角度調整処理を行なう構成として
もよい。
　当該構成によれば、例えば、記録媒体への重ね印刷を複数の記録媒体に対して同じよう
に行なう場合、各記録媒体にＮ（Ｎ＝１以上の整数）回目の記録処理を順次行なっている
途中でプラテンギャップが変更された場合に、当該変更後に残りの記録媒体に当該Ｎ回目
の記録処理を再開する前に上記角度調整処理を行なうことができる。そのため、プラテン
ギャップの違い（ノズルと記録媒体との距離の違い）に応じた、ノズル近傍でのＵＶ硬化
インクの硬化を防ぐための最適な角度調整を行うことができる。
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【００１０】
　本発明の態様の一つは、上記調整部は、記録媒体に対する紫外線照射部の角度を変更す
ることにより上記照射角度を調整するとしてもよい。あるいは、上記調整部は、紫外線照
射部から照射される光を一定方向に通過させる光路制限部を備え、紫外線照射部に対する
光路制限部の角度を変更することにより、上記照射角度を調整するとしてもよい。つまり
、上記照射角度の調整は、紫外線照射部自体を動かすことにより実現してもよいし、紫外
線照射部は動かさず光路制限部を動かすことにより実現してもよい。
【００１１】
　本発明の態様の一つは、液体噴射装置は、上記センサーにより検出される紫外線の強さ
及び当該紫外線の強さに基づく上記照射角度の調整量を、所定の画面に表示させる表示部
を備える構成としてもよい。
　当該構成によれば、記録媒体で反射してノズル保護部に当る紫外線の強さ及び当該紫外
線の強さに基づく照射角度の調整量を、ユーザーは画面で認識することができるため、照
射角度の調整が容易となる。
【００１２】
　本発明の態様の一つは、上記移動機構は、記録媒体に対して液体噴射ヘッドを一定方向
に往復移動させることが可能であり、液体噴射装置は、上記角度調整処理では、液体噴射
ヘッドの往路移動時に上記センサーにより検出される紫外線の強さに基づいて往路移動時
における上記照射角度を決定し、かつ、液体噴射ヘッドの復路移動時に上記センサーによ
り検出される紫外線の強さに基づいて復路移動時における上記照射角度を決定し、上記記
録処理では、液体噴射ヘッドの往路移動時には上記決定された往路移動時における照射角
度に調整し、液体噴射ヘッドの復路移動時には上記決定された復路移動時における照射角
度に調整する構成としてもよい。
　当該構成によれば、液体噴射ヘッドを往復移動させていわゆる双方向印刷を行なう際に
、往路移動時、復路移動時それぞれにとってノズル近傍でのＵＶ硬化インクの硬化を防ぐ
ための最適な角度に、上記照射角度を調整することができる。
【００１３】
　本発明の態様の一つは、液体噴射装置は、印刷対象の画像を表現した画像データに基づ
いて、記録媒体において相対的に多くの上記特定の液体が噴射される領域を特定し、上記
角度調整処理では、当該特定された領域に対して紫外線照射部に紫外線を照射させて上記
センサーにより検出される紫外線の強さに基づいて、上記照射角度を調整する構成として
ある。
　当該構成によれば、記録媒体上でＵＶ硬化インクが多く着弾する領域を対象として、紫
外線を照射し、当該領域で反射して上記センサーにより検出された紫外線の強さに基づい
て上記照射角度を調整する。そのため、実際の記録時に当該領域にＵＶ硬化インクを噴射
したときに、ノズル近傍でＵＶ硬化インクが硬化することを的確に防止することができる
。
【００１４】
　本発明にかかる技術的思想は液体噴射装置という形態のみで実現されるものではなく、
例えば、液体噴射装置が実現する処理工程を備える方法の発明や、液体噴射装置が実現す
る処理を、コンピューター（液体噴射装置が備えるＣＰＵ等のコンピューター）に実行さ
せるプログラムの発明も把握することができる。また、液体噴射装置は、一つの装置によ
って実現されてもよいし、複数の装置の組合せからなるシステムによって実現されてもよ
い。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】プリンターにおける制御上の概略構成の一例を示すブロック図である。
【図２】印刷機構の主たる構成の一例を示す上面図である。
【図３】記録ヘッドや紫外線照射部等の位置関係の一例を簡易的に示す図である。
【図４】ノズル形成面に対し保護プレートを装着する様子の一例を示す図である。
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【図５】本実施形態にかかる重ね印刷を示すフローチャートである。
【図６】角度調整処理を示すフローチャートである。
【図７】ＵＩ画面の一例を示す図である。
【図８】変形例にかかる、記録ヘッドや紫外線照射部等の位置関係を簡易的に示す図であ
る。
【図９】記録媒体内の領域を例示する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、図面を参照しながら本発明の実施形態について説明する。
　１．液体噴射装置の概略構成
　図１は、本実施形態にかかる液体噴射装置の一例に該当するインクジェット式プリンタ
ー（以下、プリンター）１１における制御上の構成を概略的に示している。プリンター１
１は、プリンター１１の各部を制御するＣＰＵ１と、例えばＲＯＭやＲＡＭによって構成
された内部メモリー２と、ボタンやタッチパネルにより構成された操作部３と、例えば液
晶ディスプレーにより構成された表示部４と、印刷機構５と、パーソナルコンピューター
（ＰＣ）やサーバーやデジタルスチルカメラやスキャナー等の外部機器と接続するための
インターフェイス（Ｉ／Ｆ）部６等を備えている。プリンター１１の各構成要素は、バス
を介して互いに接続されている。
【００１７】
　印刷機構５は、印刷対象の画像を表現した画像データに基づき印刷を行うための機構で
ある。本実施形態の印刷機構５には、後述するように、液体（インク）を噴射するための
ノズルを記録媒体に相対する面に形成する液体噴射ヘッド（記録ヘッド２４）や、紫外線
光源３２を有する紫外線照射部３１等が含まれる。紫外線照射部３１は、ＵＶ硬化インク
が着弾した記録媒体に紫外線を照射してＵＶ硬化インクを硬化させるための手段である。
Ｉ／Ｆ部６は、外部機器との間でデータやコマンドのやり取りを行うためのＩ／Ｆであり
、プリンター１１は、Ｉ／Ｆ部６を介して有線あるいは無線で接続した外部機器から画像
データを入力することができる。
【００１８】
　内部メモリー２には、印刷機構５に対する駆動制御（例えば、画像データに基づく印刷
）をＣＰＵ１に実行させるためのファームウェアＦＷや、表示部４を制御して表示部４に
所定のメッセージやユーザーインターフェイス（ＵＩ）画面等を表示させるディスプレー
ドライバーＤＤ等が格納されている。プリンター１１は、大判印刷に対応した業務用のプ
リンター、コンシューマー向けの家庭用プリンター、ＤＰＥ向けの業務用印刷装置（いわ
ゆるミニラボ機）等、どのようなタイプのプリンターであってもよい。また、プリンター
１１は、印刷機能以外にも、コピー機能やスキャン機能など多種の機能を備えたいわゆる
複合機であってもよい。また、プリンター１１は、データを記録したメディア（例えば、
メモリーカード等）と所定の接続端子を介して接続し、当該メディアから取得した画像デ
ータに基づき画像を印刷する、いわゆるダイレクトプリントに対応したプリンターであっ
てもよい。
【００１９】
　図２は、プリンター１１における印刷機構５の主たる構成の一例を、プリンター１１の
上面から示している。プリンター１１は、箱状をなす本体ケース１２を備えるとともに、
本体ケース１２内には、プラテン１３が主走査方向となる本体ケース１２の長手方向に沿
って配設されている。プラテン１３は、記録媒体Ｐを支持する支持台であって、プラテン
１３上には、図示しない媒体送り機構により記録媒体Ｐが主走査方向と直交する副走査方
向に給送される。記録媒体Ｐとしては、用紙、布、プラスチック、金属等、ＵＶ硬化イン
クが定着可能な素材であればあらゆる媒体が用いられる。本体ケース１２内においてプラ
テン１３の後部上方には、主走査方向に延びる棒状のガイド軸１４が架設され、ガイド軸
１４にはキャリッジ１５が主走査方向へ移動可能な状態で支持されている。また、本体ケ
ース１２内の後方側面においてガイド軸１４の両端部と対応する位置には、駆動プーリ１
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６及び従動プーリ１７が回転自在に支持されている。駆動プーリ１６にはキャリッジモー
ター１８が連結されているとともに、対をなすプーリ１６，１７間には無端状のタイミン
グベルト１９が掛装されている。そして、キャリッジ１５の後端側はタイミングベルト１
９に接続されているので、キャリッジモーター１８の駆動により、キャリッジ１５はガイ
ド軸１４に沿って主走査方向に往復移動するようになっている。キャリッジ１５を含む、
記録ヘッド２４を移動させるための機構は、本発明における液体噴射ヘッドと記録媒体と
の位置関係を変更可能な移動機構に該当する。
【００２０】
　本体ケース１２内の一端側（図２では右端側）には箱形のカートリッジホルダー２０が
設けられている。カートリッジホルダー２０には、液体としてのインクを収容したインク
カートリッジ２１が、インクの色毎に複数個（本実施形態においては４個）、着脱可能に
装着されている。各インクカートリッジ２１はカートリッジホルダー２０に装着されるこ
とで、インク供給チューブ２２の上流端に接続される。また、各インク供給チューブ２２
の下流端は、キャリッジ１５上に搭載された記録ヘッド２４に接続されている。記録ヘッ
ド２４の下面にて構成されるノズルプレートには、複数のノズルが形成されている。なお
、本実施形態では、インクカートリッジ２１には、ＵＶ硬化インクが収容されており、記
録ヘッド２４からもＵＶ硬化インクが噴射されるものとする。以下では、単にインクと言
った場合でも、特に断らない限りＵＶ硬化インクを指す。
【００２１】
　カートリッジホルダー２０とプラテン１３との間、すなわち、記録媒体Ｐが至らない非
印刷領域には、プリンター１１の電源オフ時や記録ヘッド２４をメンテナンスする場合に
キャリッジ１５の待機場所となるホームポジションＨＰが設けられている。また、キャリ
ッジ１５がホームポジションＨＰに配置されたときの下方となる位置には、記録ヘッド２
４のメンテナンスを行うためのメンテナンスユニット２５が備えられている。メンテナン
スユニット２５はキャップ２６及び吸引ポンプ２７等を構成要素として備え、キャリッジ
１５がホームポジションＨＰに配置された場合には、キャップ２６が記録ヘッド２４に対
してノズルを囲むように当接して、ノズルを保護する。また、キャップ２６が記録ヘッド
２４に当接した状態で吸引ポンプ２７を駆動することで、記録ヘッド２４内にある増粘し
たインクや気泡などを排出させるクリーニングが行われる。
【００２２】
　ファームウェアＦＷに従った制御により、インクカートリッジ２１に収容されたインク
が記録ヘッド２４側に供給され、副走査方向に記録媒体Ｐを所定距離搬送する搬送処理と
、キャリッジ１５とともに主走査方向に沿って移動する記録ヘッド２４のノズルからイン
クを噴射する印刷処理とが交互に行なわれて、記録媒体Ｐに対する記録処理が実行される
。その結果、画像データが表現する画像が記録媒体Ｐ上に再現される。
【００２３】
　図３は、記録ヘッド２４や紫外線照射部３１等の位置関係を、プリンター１１の一側面
側から簡易的に示している。図２では省略していたが、キャリッジ１５には、紫外線照射
部３１も搭載されており、記録ヘッド２４とともに主走査方向に沿って移動可能となって
いる。紫外線照射部３１は、記録ヘッド２４の、主走査方向における両端側に一つずつ設
けられている。紫外線照射部３１は、内部に紫外線光源３２を備え、基本的には照射口３
３を下方向（プラテン１３上の記録媒体Ｐに相対する方向）に向けている。紫外線光源３
２としては、紫外線を発する光源であればあらゆる手段を採用可能であるが、本実施形態
ではＬＥＤを採用する。
【００２４】
　ただし本実施形態では、図３において鎖線で例示するように、紫外線照射部３１の記録
媒体Ｐに対する角度（照射口３３の記録媒体Ｐに対する角度）を、調整部３４によって変
更可能である。調整部３４は、紫外線照射部３１から照射される紫外線の記録媒体Ｐに対
する照射角度を調整可能な機構である。図３では、便宜的に、照射口３３を下方向に向け
た状態の紫外線照射部３１に「３１ａ」の符号を付し、調整部３４によって角度が変更さ



(7) JP 5799743 B2 2015.10.28

10

20

30

40

50

れた状態の紫外線照射部３１に「３１ｂ」の符号を付している。調整部３４は、記録ヘッ
ド２４の両端に在る紫外線照射部３１について、「紫外線照射部３１ａ」の角度（傾き０
）を基準として、照射口３３が記録ヘッド２４から離れる側に角度を変更することができ
る。
【００２５】
　また、図３および図４に示すように、記録ヘッド２４における、ノズル２８が形成され
た面（ノズル形成面２４ａ、つまりノズルプレートの下面）には、ノズル形成面２４ａを
保護するための保護プレート（ノズル保護部）３０が設けられる。保護プレート３０は、
ノズル形成面２４ａに対して着脱可能な部材であり、図４は、ノズル形成面２４ａに対し
て保護プレート３０を装着する様子を例示している。ノズル形成面２４ａには、複数のノ
ズル２８が副走査方向に並んで形成されるノズル列２９が、主走査方向に複数列並んで形
成されている。一方、保護プレート３０は、ノズル形成面２４ａにおける少なくともノズ
ル２８が形成された範囲を覆う面積を有し、かつ、紫外線を検出するためのセンサー３５
が搭載されている。図４内の拡大図に示すように、センサー３５は、例えば、紫外線を検
出可能なフォトダイオードである。
【００２６】
　保護プレート３０内におけるセンサー３５の配置態様は特に限られないが、一例として
、保護プレート３０をノズル形成面２４ａに装着したときにノズル列２９に略一致する位
置にセンサー３５が配列するように、複数のセンサー３５を配列させている。また、保護
プレート３０は、必ずしもノズル形成面２４ａに接触して配置される必要は無いが、少な
くとも、記録媒体Ｐで反射した紫外線がノズル形成面２４ａに当らないように、ノズル形
成面２４ａと記録媒体Ｐとの間の所定位置に配置される。
【００２７】
　２．重ね印刷
　図５は、本実施形態においてプリンター１１が実行する重ね印刷のフローチャートを示
している。重ね印刷は、基本的には、ファームウェアＦＷに従ってＣＰＵ１が実行するプ
リンター１１の各部に対する制御によって実現される。重ね印刷とは、インクを噴射する
ことによる記録処理を記録媒体Ｐの同一面に対して複数回実行することにより、複数のイ
ンクの層が重なって形成される画像を記録媒体Ｐ上に再現する処理を意味する。ＣＰＵ１
は、操作部３等を介してユーザーから重ね印刷の指示を受け付けると、まず、インクが噴
射される前の記録媒体Ｐの一面の状態に基づいて角度調整処理を実行し（ステップＳ１０
０）、次に、一層目の画像を表現した画像データ（例えば、各画素についてインク種類毎
のドットの記録／非記録を規定した画像データ）に基づいて当該一面に一層目の画像（下
地画像）を記録する（ステップＳ２００）。次に、一層目の画像が記録された記録媒体Ｐ
の当該一面の状態に基づいて角度調整処理を実行し（ステップＳ３００）、二層目の画像
を表現した画像データに基づいて当該一面に二層目の画像を記録（上塗り）する（ステッ
プＳ４００）。
【００２８】
　以降、ユーザーが指示した重ね印刷にかかる画像の最後のインクの層（最上層）の当該
一面に対する記録を終えるまで、上記のように角度調整処理と記録処理とを繰り返す。な
お、Ｎ（Ｎ＝１以上の整数）層目の記録処理がなされた後の記録媒体Ｐを、次の角度調整
処理の対象とするためにプリンター１１における記録媒体Ｐの搬送開始位置にセットする
処理は、ＣＰＵ１による制御に基づいて機械的（自動的）に実行しても良いし、ユーザー
が、プリンター１１からの指示（表示部４に表示されたＵＩ画面等による指示）に従って
手作業により行なっても良い。また、Ｎ回目の角度調整処理のためにプリンター１１にセ
ットされていた記録媒体Ｐを、Ｎ回目の記録処理の対象とするためにプリンター１１にお
ける搬送開始位置にセットする処理も、機械的（自動的）に実行しても良いし、ユーザー
による手作業により行なっても良い。
【００２９】
　図６は、図５に示した角度調整処理（ステップＳ１００，Ｓ３００等）の内容をフロー
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チャートにより示している。角度調整処理とは、記録媒体Ｐの上記一面に対して紫外線照
射部３１に紫外線を照射させ、センサー３５により検出される紫外線の強さに基づいてノ
ズル保護プレート３０が受ける紫外線の強さが所定値以下となるように調整部３４により
紫外線の照射角度を調整する処理である。
　ステップＳ３１０では、保護プレート３０を、記録ヘッド２４のノズル形成面２４ａを
覆う所定位置（例えば図３参照）にセットする。保護プレート３０の当該位置へのセット
は、ＣＰＵ１による制御に基づいて機械的（自動的）に実行しても良いし、ユーザーが、
プリンター１１からの指示（表示部４に表示されたＵＩ画面等による指示）に従って手作
業により行なっても良い。
【００３０】
　ステップＳ３２０では、ＣＰＵ１は、紫外線照射部３１に対し、電源オン（紫外線光源
３２点灯）の指令を出力するとともに、キャリッジ１５の往復移動および媒体送り機構に
よる記録媒体Ｐの搬送を実行させ、かつ、保護プレート３０に搭載されたセンサー３５か
らの出力値を入力する。つまり、紫外線照射部３１によって紫外線が照射された状態の記
録媒体Ｐ上を、センサー３５に走査させることにより、ノズル形成面２４ａが受けると想
定される（実際には保護プレート３０が受けている）紫外線の強さを検出する。ステップ
Ｓ３２０では、記録媒体Ｐの一面の全範囲をセンサー３５に走査させてもよいし、処理時
間の短縮化のために記録媒体Ｐの一部範囲をセンサー３５に走査させてもよい。また、最
初の角度調整処理（ステップＳ１００）における、最初のステップＳ３２０の時点では、
紫外線照射部３１の角度は、照射口３３を下方向に向けた、図３の符号「３１ａ」の状態
にある。
【００３１】
　ステップＳ３３０では、ＣＰＵ１は、ステップＳ３２０における走査期間中に各センサ
ー３５から得られた出力値（例えば、フォトダイオードとしての各センサー３５が受光し
た紫外線の強度に応じて夫々出力した電流値）を集計し、これら出力値についての一つの
代表値（例えば平均値）を取得（算出）する。
　ステップＳ３４０では、ＣＰＵ１１は、上記代表値と予め設定された所定のしきい値Ｔ
ｈとを比較し、代表値がしきい値Ｔｈ以下であるか否か判定する。しきい値Ｔｈは、例え
ば、ノズル形成面２４ａが受光したときにノズル２８近傍にあるＵＶ硬化インクを硬化さ
せるには不十分とされる程度の紫外線の強度を示す値である。代表値がしきい値Ｔｈ以下
である場合（ステップＳ３４０において“Ｙｅｓ”）は角度調整処理を終え、代表値がし
きい値Ｔｈを超える場合（ステップＳ３４０において“Ｎｏ”）はステップＳ３５０へ進
む。
【００３２】
　ステップＳ３５０では、調整部３４が、ステップＳ３３０で取得された値（上記代表値
）に基づいて、紫外線照射部３１ａの角度を変更する。具体的には、まずステップＳ３４
０で“Ｎｏ”と判定されると、ディスプレードライバーＤＤが、表示部４に、所定のＵＩ
画面４ａを表示させる。
　図７は、ＵＩ画面４ａの一例を示している。ＵＩ画面４ａには、例えば「ノズルプレー
トが受ける紫外線強度」等といった表記とともに、ステップＳ３２０でセンサー３５によ
り検出された紫外線の強度（上記代表値）が、判りやすく棒グラフ等で表示される。また
、図７に示すように、当該棒グラフに対しては、上記しきい値Ｔｈのレベルを示す表示も
付加されており、センサー３５によってステップＳ３２０で得られた紫外線の強度と上記
しきい値Ｔｈとの大小関係も、ユーザーが視覚的に容易に理解できるようになっている。
【００３３】
　さらに、ＵＩ画面４ａでは、例えば「左右の照射機をそれぞれ外側へ○○度傾けた状態
として下さい。」等といったメッセージが表示される。当該メッセージが指示する角度は
、ステップＳ３３０で取得された値（上記代表値）に基づいてＣＰＵ１が算出した角度で
ある。つまり、上記代表値のレベルに応じて、紫外線照射部３１を傾けるべき角度という
ものが予め規定されており、ＣＰＵ１は、かかる規定に基づいてそのとき要求すべき紫外
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線照射部３１の角度をユーザーに対してＵＩ画面４ａを通して指示する。このようなＵＩ
画面４ａを見たユーザーは、調整部３４を介して、両側の紫外線照射部３１の角度を、指
示された角度に調整する。この場合、調整部３４は、例えばユーザーが操作可能なダイヤ
ルであり、ユーザーが当該ダイヤルを回すことで、当該ダイヤルと機械的に接続された両
側の紫外線照射部３１は、各々同じ角度分だけ、左右対称（ただし主走査方向を左右とし
たとき。）に変位する。
【００３４】
　あるいは、ＵＩ画面４ａを見たユーザーは、操作部３を操作することにより、調整部３
４に対して紫外線照射部３１の角度を指示してもよい。この場合、調整部３４は、紫外線
照射部３１の角度を変位させるためのモーター等を含む機構部であり、ユーザーから操作
部３を介して角度の指示を受けた調整部３４は、指示された角度となるように、両側の紫
外線照射部３１の角度を変位させる。あるいは、ユーザーの操作を介するのではなく、Ｃ
ＰＵ１が調整部３４に対して紫外線照射部３１の角度を指示し、調整部３４が、指示され
た角度となるように両側の紫外線照射部３１の角度を変位させるとしてもよい。
【００３５】
　この結果、両側の紫外線照射部３１は各々、図３の符号「３１ａ」の状態（傾き０）を
基準として、照射口３３が記録ヘッド２４から離れる側に上記指定された角度分（例えば
１０度）、傾いた状態となる。このように、紫外線照射部３１の照射口３３の向きが記録
ヘッド２４から離れる側に傾くことで、照射口３３から記録媒体Ｐに照射された紫外線が
記録媒体Ｐ上で反射しても、その反射光が記録ヘッド２４側へ散乱する量が減り、ノズル
形成面２４ａ（角度調整処理中においては保護プレート３０）が受ける紫外線の強度も減
る。このようなステップＳ３５０の後は、再びステップＳ３２０～Ｓ３４０の処理を繰り
返す。ステップＳ３４０で再び“Ｎｏ”と判定された場合は、紫外線照射部３１の傾き量
がまだ不足しているということであるから、さらにステップＳ３５０で紫外線照射部３１
の角度を変更（微調整）する。
【００３６】
　つまり、図６のフローチャートにより、そのときの記録媒体Ｐの面の状態（例えば、面
における凹凸）に応じて、紫外線照射部３１からの紫外線の照射角度が、ノズル形成面２
４ａでＵＶ硬化インクを硬化させないような角度に最適化される。このような記録媒体Ｐ
の面の状態（紫外線の反射特性や散乱の仕方）は、重ね印刷を構成する各層を記録する前
と後で変るため、本実施形態では、各層を印刷する前に角度調整処理を行なうのである。
後の記録処理（ステップＳ２００，Ｓ４００等）では、直近の角度調整処理によって最適
化された照射角度にて、紫外線照射部３１から紫外線が記録媒体Ｐに照射され、記録媒体
Ｐ上のＵＶ硬化インクを硬化させる。むろん記録処理においては、保護プレート３０はノ
ズル形成面２４ａを覆う位置から外される。このような本実施形態によれば、重ね印刷を
行なう場合に、いずれの層を記録媒体Ｐに記録する際においても、記録媒体Ｐ上で反射し
た紫外線によってノズル２８内外でＵＶ硬化インクが硬化することを防止することができ
、印刷品質向上や製品の長寿命化を図ることができる。
【００３７】
　なお、記録媒体Ｐに着弾したＵＶ硬化インクを効率的に硬化させるという視点に立てば
、紫外線の照射角度は記録媒体Ｐに対して垂直（図３の符号「３１ａ」の状態（傾き０）
）であることが望ましい。また、紫外線照射部３１が大きく傾いていると、紫外線照射部
３１を含むキャリッジ１５が往復移動するために必要なスペースをプリンター１１内で大
きく確保する必要がある。従って、紫外線照射部３１は、記録媒体Ｐでの反射光でノズル
形成面２４ａにおいてＵＶ硬化インクを硬化させないような角度であって、かつ、できる
だけ傾きの少ない角度であることが望ましい。そこで、ステップＳ３４０では上述の判定
の代わりに、「下限値≦上記代表値≦上限値」が成立するか否かの判定を行うとしてもよ
い。ここで言う「上限値」は上記しきい値Ｔｈを意味する。一方、「下限値」は、これよ
り上記代表値が低いと上述したような記録媒体ＰにおけるＵＶ硬化インクの硬化の効率悪
化やキャリッジ１５の移動スペース増大といった問題が起こるほど紫外線照射部３１の傾
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きが大きい、ということを示すしきい値（第二のしきい値）である。このように、上記代
表値が上限値と下限値との範囲に収まるように紫外線の照射角度を調整すれば、記録媒体
Ｐに着弾したＵＶ硬化インクは効率的に硬化させ、かつノズル形成面２４ａにおいてはＵ
Ｖ硬化インクは硬化しない、という２つの効果を最良のバランスで両立させることができ
る。
【００３８】
　なお上記では、両側の紫外線照射部３１の角度を左右対称で同じように調整するとした
が、各紫外線照射部３１の角度を別々に調整してもよい。その場合、一回の角度調整処理
（例えばステップＳ１００）の中で、一方の紫外線照射部３１のために図６のフローチャ
ートを実行し、かつ、他方の紫外線照射部３１のために図６のフローチャートを実行する
。つまり、一方の紫外線照射部３１の紫外線光源３２だけ点灯させた場合のセンサー３５
による検出結果に基づいて当該一方の紫外線照射部３１の角度を調整（最適化）し、同様
に、他方の紫外線照射部３１の紫外線光源３２だけ点灯させた場合のセンサー３５による
検出結果に基づいて当該他方の紫外線照射部３１の角度を調整（最適化）する。ただし、
一方の紫外線照射部３１、他方の紫外線照射部３１各々の調整の際にステップＳ３４０の
判定で用いるしきい値については、これまで説明したしきい値の半分の値を用いる等する
。
【００３９】
　ここで、重ね印刷が行なわれる実際の状況においては、多数の記録媒体Ｐに対して同じ
重ね印刷を行なう（多数刷りする）場合がある。その場合、基本的には、Ｎ層目の記録処
理の前に一つの記録媒体Ｐを用いて角度調整処理を行い、調整された紫外線照射部３１の
角度を保持した状態で各記録媒体Ｐに対して当該Ｎ層目の記録処理を行ない、次に、Ｎ＋
１層目の記録処理の前に一つの記録媒体Ｐを用いて角度調整処理を行い、調整された紫外
線照射部３１の角度を保持した状態で各記録媒体Ｐに対して当該Ｎ＋１層目の記録処理を
行なう…、というサイクルを最上層の記録処理まで繰り返すことになる。しかしながら、
ある層の画像を所定数（例えば１００部）の記録媒体Ｐに記録する途中で（例えば５０部
まで印刷したところで）、記録媒体Ｐの種類がユーザーによって変更されたり、ノズル形
成面２４ａとプラテン１３との距離（プラテンギャップＰＧ。図３参照。）が変更された
りすることがある。
【００４０】
　記録媒体Ｐの種類が変更されたり、プラテンギャップＰＧが変更されると、当然、記録
媒体Ｐ上における紫外線の反射特性も変るため、それまでの角度調整処理の結果をそのま
ま維持して記録処理を継続することは適切とは言えない。そこで、ＣＰＵ１は、記録処理
（ステップＳ２００等）において、複数の記録媒体Ｐを対象として一つの層の画像の記録
を繰り返す中で、記録媒体Ｐの種類の変更あったことを検知した場合は、当該層の画像の
記録を中断する。そして、変更後の種類の記録媒体Ｐを対象として、ステップＳ１００の
角度調整処理から処理を開始する。また、ＣＰＵ１は、記録処理（ステップＳ２００等）
において、複数の記録媒体Ｐを対象として一つの層の画像の記録を繰り返す中で、プラテ
ンギャップＰＧの変更あったことを検知した場合は、当該層の画像の記録を中断し、当該
層の画像が未記録の記録媒体Ｐを対象として当該層の記録前に行なうべき角度調整処理か
ら行なうようにする。
　このような構成によれば、記録媒体Ｐの種類変更やプラテンギャップＰＧの変更といっ
た、記録媒体ＰＧにおける紫外線の反射特性に影響を与える変更があった場合にも、変更
後の状態に合せて紫外線照射部３１からの紫外線の照射角度を再び調整することができ、
結果、ノズル２８内外でＵＶ硬化インクが硬化することを防止することができる。
【００４１】
　３．変形例
　本発明は上述の実施形態に限られるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲において
種々の態様において実施することが可能であり、例えば以下に述べるような変形例も可能
である。各実施形態や変形例を適宜組み合わせた内容も、本発明の開示範囲である。
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【００４２】
　各角度調整処理（ステップＳ１００等）それぞれにおける、最初のステップＳ３２０で
は、キャリッジ１５を移動させながら記録媒体Ｐを紫外線照射部３１で照射するのではな
く、記録媒体Ｐ上の特定の位置でキャリッジ１５を止めた状態で紫外線を当てるだけにし
てもよい。つまり、図６のフローチャートにおける最初のステップＳ３２０～Ｓ３５０で
は、記録媒体Ｐの一点（あるいは当該一点を含む局地的範囲）に紫外線を当てることで得
られたセンサー３５による検出結果に基づくしきい値判定を行い、紫外線照射部３１によ
る紫外線の照射角度をある程度定める。そして、２回目以降のステップＳ３２０において
、キャリッジ１５を移動させながら記録媒体Ｐ上を紫外線照射部３１で照射し、上記しき
い値判定を行い、角度の微調整を行なう。かかる構成とすれば、角度調整処理に要する時
間を効果的に短縮することができる。
【００４３】
　図８は、記録ヘッド２４や紫外線照射部３１等の位置関係をプリンター１１の一側面側
から簡易的に示すものであり、図３とは異なる例を示している。図３においては、紫外線
照射部３１の記録媒体Ｐに対する角度を調整部３４によって変更するとした。しかし、図
８では、紫外線照射部３１から照射される光を一定方向に通過させる光路制限部３６を備
え、紫外線照射部３１に対する光路制限部３６の角度を変更することにより、紫外線の記
録媒体Ｐに対する照射角度を調整する構成とした。光路制限部３６は、例えば、紫外線光
源３２から照射される光のうち光路制限部３６に対して垂直に入射する光のみを一定方向
に通過させるフィルター（偏光フィルター）である。調整部３４は、紫外線照射部３１に
対する光路制限部３６の角度を変更可能な機構であり、光路制限部３６の角度を記録ヘッ
ド２４から離れる側に傾けることで、結果的に、光路制限部３６を通過する紫外線の記録
媒体Ｐに対する照射角度を変更する。つまり、ステップＳ３５０における照射角度変更は
、紫外線照射部３１自体を動かすのではなく、上記のような光路制限部３６を動かすこと
により実現してもよい。
【００４４】
　プリンター１１は、キャリッジ１５（記録ヘッド２４）の往復移動の往路移動時および
復路移動時のそれぞれで記録ヘッド２４からインクを噴射するいわゆる双方向印刷を実行
可能である。また、双方向印刷を実行しながら紫外線照射部３１から紫外線を記録媒体Ｐ
に照射する場合、往路移動時と復路移動時とでは、記録媒体Ｐにおける紫外線の反射特性
は同じではない。そこで、往路移動と復路移動それぞれに関して、紫外線の照射角度の調
整を行うようにしてもよい。具体的には、一回の角度調整処理（例えばステップＳ１００
）の中で、往路方向のために図６のフローチャートを実行し、かつ、復路方向のために図
６のフローチャートを実行する。往路方向のための図６のフローチャートにおいては、ス
テップＳ３３０では、記録ヘッド２４の往路移動時にセンサー３５から得られた出力値の
みを集計して代表値を取得する。その結果、ステップＳ３４０で“Ｙｅｓ”の判定をした
時点で、往路移動時において採用すべき紫外線照射部３１の角度（或いは、光路制限部３
５。以下同様。）が特定されるため、ＣＰＵ１は、当該特定した角度の情報を一旦、内部
メモリー２に往路移動のための角度として保存する。同様に、復路方向のための図６のフ
ローチャートにおいては、ステップＳ３３０では、記録ヘッド２４の復路移動時にセンサ
ー３５から得られた出力値のみを集計して代表値を取得する。その結果、ステップＳ３４
０で“Ｙｅｓ”の判定をした時点で、復路移動時において採用すべき紫外線照射部３１の
角度が特定されるため、ＣＰＵ１は、当該特定した角度の情報を、内部メモリー２に復路
移動のための角度として保存する。
【００４５】
　そして、角度調整処理後の記録処理（例えばステップＳ２００）では、双方向印刷の往
路移動時には、紫外線照射部３１の角度を上記保存した往路移動のための角度とし、復路
移動時には、紫外線照射部３１の角度を上記保存した復路移動のための角度にして、記録
ヘッド２４からインクを記録媒体Ｐに対して噴射する。なお、往路と復路が切り替わる度
にユーザーの操作で紫外線照射部３１の角度を変更することは現実的ではないため、ＣＰ
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照射部３１の角度が自動的に変更されるものとする。
【００４６】
　ここで、画像データに基づく印刷を行なう場合、記録媒体Ｐの全ての領域にインクが噴
射されるとは限らず、インクが噴射される領域もあれば、噴射されない領域もある。従っ
て、インクが噴射されない領域に対しては、記録処理中において紫外線照射部３１から紫
外線を照射させない（紫外線光源３２の発光を禁止する）。また、その前の角度調整処理
においては、インクが噴射されない（予定の）領域に照射した紫外線の反射をセンサー３
５で検出する必要性も低い。そこでＣＰＵ１は、角度調整処理（ステップＳ１００等）の
開始前に、次に記録する層の画像を表す画像データを解析することにより、記録媒体Ｐ上
の領域のうち相対的に多くのインクが噴射される領域Ａを特定する。相対的に多くのイン
クが噴射される領域Ａを判断する基準は種々考えられるが、ここでは当該画像データが示
すインクによる記録媒体Ｐの被覆率がある一定上となる領域を領域Ａとする。図９では、
記録媒体Ｐの領域のうち、上記のように特定された領域Ａを例示している。
【００４７】
　そして、ステップＳ３２０では、上記特定された領域Ａに限定して紫外線照射部３１に
紫外線を照射させ（記録媒体Ｐの領域Ａ以外の領域上を紫外線照射部３１が通過するとき
は紫外線光源３２の発光を禁止して）、上記のようにセンサー３５により検出される紫外
線の強さに基づいて照射角度を調整する。かかる構成によれば、角度調整処理では、記録
処理時に実際にインクが着弾する領域Ａを対象として、紫外線を反射させてセンサー３５
で紫外線の強さを検出するため、上記照射角度を、実際の記録時に当該領域Ａにインクを
噴射して紫外線で硬化させたときにノズル開口２８近傍でインクが硬化しないような角度
に的確に調整することができる。
【００４８】
　なお、プリンター１１は、記録ヘッド２４を主走査方向に移動させながら記録を行なう
シリアルプリンターである必要はなく、いわゆるラインヘッドを備えた機種であってもよ
い。ラインヘッドの場合、ラインヘッドの長手方向と直交する方向に記録媒体Ｐを送る媒
体送り機構が、液体噴射ヘッドと記録媒体との位置関係を変更可能な移動機構に該当する
。
【符号の説明】
【００４９】
１…ＣＰＵ、２…内部メモリー、３…操作部、４…表示部、４ａ…ＵＩ画面、５…印刷機
構、１１…プリンター、１３…プラテン、１５…キャリッジ、２４…記録ヘッド、２４ａ
…ノズル形成面、２８…ノズル開口、３０…保護プレート、３１，３１ａ，３１ｂ…紫外
線照射部、３２…紫外線光源、３３…照射口、３４…調整部、３５…センサー、３６…光
路制限部
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